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★事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業の内容】

【業務の流れ】

【主な予算費目】

(1)事務事業の振り返り・計画
①

②

⇒

ア

イ

(単位)

(2)成果指標･総事業費

の推移

ア

イ成果指標

単位
実績(決算) 実績(決算)目標(当初予算)実績(決算) 予定 見込目標(当初予算)

事 財

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

繰入金

一般財源

源
内

訳
業

費
（Ａ）事業費計

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

安全・安心に暮らせ
るまちづくりの推進

「こどもまんなか社会」
の構築

産業の共生による市経
済の持続的発展

（開始年度　　　　　　年度）
（　　　　　～　　　　年度）

市志合

③予算の主な増減の理由

データ取得方法

法令根拠

見込

(開始した背景・
きっかけ・今後の
状況変化・関係
者からの意見や
要望を含む)

成果指標

ウ

ウ

(3)評価の総括（成果向上の余地・事業費削減の余地）

(4)今後の事業の方向性

 4年度

17

1,151

1,151

 5年度

13

1,031

1,031

 6年度

6

1,605

1,605

 6年度

12

1,196

1,196

 7年度

6

1,130

1,130

 8年度

6

1,130

1,130

 9年度

6

1,130

1,130

10年度

0

1,130

1,130

(令和 6年度実績と令和 7年度計画) 令 和  7 年  6 月 2 3 日 更 新

企業誘致活動事業

   6 産業の健幸 産業振興部 衛藤　和博

  25 企業誘致の促進と働く場の確保 商工振興課 本田　千晴

  73 企業誘致の促進 企業立地支援班 5214

一般   7   1   3    10315
単年度のみ 単年度繰返 18

 6年度で終了  6年度から開始
期間限定複数年度

安定的な自主財源（固定資産税や法人税等）や市民の雇用機会の確保を図ることを目的に企業誘致を促進する。
・企業誘致に伴う合志市のＰＲ（啓発）活動。土地利用（空き地・空き倉庫等）の情報収集、提供等。
・企業訪問等による情報収集や交渉（企業への新規、増設等の提案及び企業立地優遇制度の説明）
・関係法規や関係機関との調整
・工場立地や操業支援

※Ｓ４７工業再配置促進法の制定に伴い市町村での取り組みが始まった。（Ｓ４７工業再配置促進法～Ｓ５８テクノポリス
法～Ｈ９高度産業集積法～Ｈ１９制定地域産業活性化法～H２６産業競争力強化法）
ＡＩやＥＶの普及により半導体市場の投資が加速化しており、半導体関連企業の本市内への新たな立地や工場の増設が活発
化している。

県企業立地課との協議。誘致企業との協議・訪問。菊池地域企業誘致推進プロジェクト・熊本連携中枢都市圏事業への負担
金交付。市長トップセミナー（文書受付、申し込み、概算請求、支払い、出席、報告書作成、精算）担当者研修会参加（文
書受付、申し込み、概算請求、支払い、出席、報告書作成、精算）
先端設備当等導入計画の認定（申請受付、認定）

時間外勤務手当、旅費、需用費、役務費、負担金及び交付金

6年度事務事業の成果・実績
「市半導体産業等競争力強化推進本部」に基づき、関連企業支援部会を２回開催し、企業誘致に向けた環境整備を全庁横断的に取り組んだ。
企業訪問や各種会合に出席し、関連企業の誘致にかかる受入環境や進出ニーズの把握など、新たな企業立地の誘致に努めた。（令和６年度立
地件数：新設１件、増設３件）また、企業の設備投資を促し、労働生産性向上に向けた取り組みを支援するため、市内中小企業の先端設備等
導入計画を６件認定した。(※認定設備は税制支援適用）

7年度計画（次年度に計画している主な内容）
空き工場や民有地の情報収集を行う。 菊池地域企業誘致推進プロジェクト協議会負担金及び熊本連携中枢

都市圏事業負担金の減

問い合わせがあった企業数 社

社

県企業立地課、市企業等連絡協議会等との連携等により、企業からの投資情報を得ることができ、立地協定に結びつけることができた。

廃止 縮小 事業のやり方改善 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）


